
寒 川 町 未 熟 児 養 育 医 療 に 関 す る 規 則 新 旧 対 照 表  

現 行  改 正 案  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

(給 付 の 申 請 ) (給 付 の 申 請 ) 

第 2条  （ 略 ）  第 2条  （ 略 ）  

2 前 項 の 生 活 状 況 を 証 明 す る 書 類 は 、次

の と お り と す る 。た だ し 、町 長 は 、当 該

書 類 に よ り 証 明 さ れ る 事 項 を 公 簿 等 に

よ り 確 認 す る こ と が で き る 場 合 は 、当 該

書 類 の 添 付 を 省 略 さ せ る こ と が で き る 。 

2 前 項 の 生 活 状 況 を 証 明 す る 書 類 は 、次

の と お り と す る 。た だ し 、町 長 は 、当 該

書 類 に よ り 証 明 さ れ る 事 項 を 公 簿 等 に

よ り 確 認 す る こ と が で き る 場 合 は 、当 該

書 類 の 添 付 を 省 略 さ せ る こ と が で き る 。 

(1)・ (2) （ 略 ）  (1)・ (2) （ 略 ）  

(3) 所 得 税 法 (昭 和 40年 法 律 第 33号 )の

規 定 に よ り 所 得 税 を 課 さ れ て い な い

者 又 は 災 害 被 害 者 に 対 す る 租 税 の 減

免 、 徴 収 猶 予 等 に 関 す る 法 律 (昭 和 22

年 法 律 第 1 7 5号 )の 規 定 に よ り 所 得 税

が 免 除 さ れ て い る 者 (前 2号 に 掲 げ る

者 を 除 く 。 )に あ っ て は 、 税 務 署 長 又

は 源 泉 徴 収 義 務 者 が 申 請 の 日 の 属 す

る 年 の 前 年 (そ の 日 の 属 す る 月 が 1月

か ら 6月 ま で の 月 で あ る 場 合 に あ っ て

は 、 前 々 年 。 次 号 に お い て 同 じ 。 )の

所 得 税 が 非 課 税 又 は 免 除 と さ れ て い

る 旨 を 証 明 す る 書 類 並 び に 市 町 村 長

が 申 請 の 日 の 属 す る 年 度 の 市 町 村 民

税 の 均 等 割 額 及 び 所 得 割 額 を 証 明 す

る 書 類  

(3) 地 方 税 法 の 規 定 に よ り 市 町 村 民 税

を 課 さ れ て い る 者 に あ っ て は 、      

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                    市 町 村 長

が 申 請 の 日 の 属 す る 年 度 の 市 町 村 民

税 の 均 等 割 額 及 び 所 得 割 額 を 証 明 す

る 書 類  

(4) 所 得 税 法 の 規 定 に よ り 所 得 税 を 課

さ れ て い る 者 に あ っ て は 、税 務 署 長 又

は 源 泉 徴 収 義 務 者 が 申 請 の 日 の 属 す

る 年 の 前 年 の 所 得 税 額 を 証 明 す る 書

類  

(削 る ) 

3 (略 ) 3 (略 ) 

～ 略 ～  ～ 略 ～  

別 表 (第 5条 関 係 ) 別 表 (第 5条 関 係 ) 

徴 収 基 準 額 表  徴 収 基 準 額 表  

世 帯 の 階 層 区 分  基 準

月 額  

加 算

基 準

月 額  

(略 ) 

世 帯 の 階 層 区 分  基 準

月 額  

加 算

基 準

月 額  

(略 ) 



C 階

層  

前 年

分   

( 第 2

条 第 1

項 に

規 定

す る

申 請

の 日

の 属

す る

月 が 1

月 か

ら 6 月

ま で

の 月

で あ

る 場

合 に

あ っ

て は 、

前 々

年 分 。

以 下

同

じ 。 )

の 所

得 税

非 課

税 世

帯 で

あ っ

て 、現

年 度

分 の

市 町

村 民

税 の

均 等

割 又

は 所

得 割

C 1 階

層  

現 年 度 分 の

市 町 村 民 税

の 均 等 割 の

み 課 税 世 帯  

5,400

円  

540円  

C 2 階

層  

現 年 度 分 の

市 町 村 民 税

所 得 割 課 税

世 帯  

7,900

円  

790円  

C 階

層  

現 年

度 分

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

    

   

  

  

  

  

  

   

   の

市 町

村 民

税 の

均 等

割 の

み    

     

    

   

           

           

           

        

5,400

円  

540円  

    

   

           

           

           

  

     

   

      



課 税

世 帯  

D 階

層  

A 階 層

又 は B

階 層  

     

     

に 属

す る

世 帯

を 除

き 、前

年 分

の 所

得 税

課 税

世 帯  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

   

D 1 階

層  

前

年

分

の

所

得

税

の

年

額

  

  

  

  

  

   

15,000円

以 下  

10,80

0円  

1,080

円  

D 2 階

層  

同  15,001円

以 上  

40,000円

以 下  

16,20

0円  

1,620

円  

D 3 階

層  

同  40,001円

以 上  

70,000円

以 下  

22,40

0円  

2,240

円  

D 4 階

層  

同  70,001円

以 上  

183,000

円 以 下  

34,80

0円  

3,480

円  

D 5 階

層  

同  183,001

円 以 上  

403,000

円 以 下  

49,40

0円  

4,940

円  

D 6 階

層  

同  403,001

円 以 上  

703,000

円 以 下  

65,00

0円  

6,500

円  

D 7 階

層  

同  703,001

円 以 上  

1,078,00

0円 以 下  

82,40

0円  

8,240

円  

課 税

世 帯  

D 階

層  

A 階

層 、 B

階 層

及 び C

階 層

に 属

す る

世 帯

を 除

き 、現

年 度

分 の

市 町

村 民

税 の

課 税

世 帯

で あ

っ て 、

そ の

市 町

村 民

税 所

得 割

の 額

の 区

分 が

次 の

区 分

に 該

当 す

る 世

帯  

D 1 階

層  

現

年

度

分

の

市

町

村

民

税

所

得

割

の

年

額  

15,000円

以 下  

7,900

円   

790円

   

D 2 階

層  

同  15,001円

以 上  

21,000円

以 下  

10,80

0円  

1,080

円  

D 3 階

層  

同  21,001円

以 上  

51,000円

以 下  

16,20

0円  

1,620

円  

D 4 階

層  

同  51,001円

以 上  

87,000円

 以 下  

22,40

0円  

2,240

円  

D 5 階

層  

同  87,001円

 以 上  

171,300

円 以 下  

34,80

0円  

3,480

円  

D 6 階

層  

同  171,301

円 以 上  

252,100

円 以 下  

49,40

0円  

4,940

円  

D 7 階

層  

同  252,101

円 以 上  

342,100 

 円 以 下  

65,00

0円  

6,500

円  



D 8 階

層  

同  1,078,00

1円 以 上  

1,632,00

0円 以 下  

102,0

00円  

10,20

0円  

D 9 階

層  

同  1,632,00

1円 以 上  

2,303,00

0円 以 下  

123,4

00円  

12,34

0円  

D 1 0

階 層  

同  2,303,00

1円 以 上  

3,117,00

0円 以 下  

147,0

00円  

14,70

0円  

D 1 1

階 層  

同  3,117,00

1円 以 上  

4,173,00

0円 以 下  

172,5

00円  

17,25

0円  

D 1 2

階 層  

同  4,173,00

1円 以 上  

5,334,00

0円 以 下  

199,9

00円  

19,99

0円  

D 1 3

階 層  

同  5,334,00

1円 以 上  

6,674,00

0円 以 下  

229,4

00円  

22,94

0円  

D 1 4

階 層  

同  6,674,00

1円 以 上  

        

       

 

養 育

医 療

の 給

付 に

要 す

る 費

用 の

全 額  

基 準

月 額

の 1 0

パ ー

セ ン

ト の

額 。た

だ し 、

そ の

額 が 2

6 , 3 0 0

円 に

満 た

な い

場 合

は 2 6 ,

300円  

  (加 え る ) 

D 8 階

層  

同  342,101 

 円 以 上  

450,100 

 円 以 下  

82,40

0円   

8,240

円   

D 9 階

層  

同  450,101 

 円 以 上  

579,000 

 円 以 下  

102,0

00円  

10,20

0円  

D 1 0

階 層  

同  579,001 

 円 以 上  

700,900 

 円 以 下  

123,4

00円  

12,34

0円  

D 1 1

階 層  

同  700,901 

 円 以 上  

849,000 

 円 以 下  

147,0

00円  

14,70

0円  

D 1 2

階 層  

同  849,001 

 円 以 上  

1,041,00

0円 以 下  

172,5

00円  

17,25

0円  

D 1 3

階 層  

同  1,041,00

1円 以 上  

1,222,50

0円 以 下  

199,9

00円  

19,99

0円  

D 1 4

階 層  

同  1,222,50

1円 以 上  

1,423,50

0円 以 下  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

229,4

00円  

     

     

     

     

     

22,94

0円  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

D 1 5同  1,423,50養 育 基 準



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

階 層  1円 以 上  医 療

の 給

付 に

要 す

る 費

用 の

全 額  

月 額

の 1 0

パ ー

セ ン

ト の

額 。た

だ し 、

そ の

額 が 2

6 , 3 0 0

円 に

満 た

な い

場 合

は 2 6 ,

300円  
 

備 考  備 考  

1 (略 ) 1 (略 ) 

2  こ の 表 に お い て 「 所 得 税 」 は 、 所

得 税 法 、租 税 特 別 措 置 法 (昭 和 32年 法

律 第 2 6号 )及 び 災 害 被 害 者 に 対 す る

租 税 の 減 免 、 徴 収 猶 予 等 に 関 す る 法

律 の 規 定 並 び に 平 成 23年 7月 1 5日 雇

児 発 0 7 1 5 第 1 号 厚 生 労 働 省 雇 用 均

等 ・ 児 童 家 庭 局 長 通 知 「 控 除 廃 止 の

影 響 を 受 け る 費 用 徴 収 制 度 等 (厚 生

労 働 省 雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 局 所 管 の

制 度 に 限 る 。 )に 係 る 取 扱 い に つ い

て 」 に よ り 計 算 す る も の と す る 。 た

だ し 、 所 得 税 の 額 を 計 算 す る 場 合 に

は 、 次 の 規 定 は 適 用 し な い も の と す

る 。  

2 所 得 割 の 額 を 算 定 す る 場 合 に は 、

納 入 義 務 者 が 指 定 都 市 (地 方 自 治 法

(昭 和 22年 法 律 第 67号 )第 25 2条 の 19

第 1項 の 指 定 都 市 を い う 。以 下 同 じ 。)

の 区 域 内 に 住 所 を 有 す る 者 で あ る と

き は 、 こ れ ら の 者 を 指 定 都 市 以 外 の

市 町 村 の 区 域 内 に 住 所 を 有 す る 者 と

み な し て 、 所 得 割 の 額 を 算 定 す る も

の と す る 。            

                

                

                 

(1) 所 得 税 法 第 78条 第 1項 (同 条 第 2

項 第 1号 、 第 2号 (地 方 税 法 第 314条

の 7第 1項 第 2号 に 規 定 す る 寄 附 金

に 限 る 。)及 び 第 3号 (地 方 税 法 第 31

4条 の 7第 1項 第 2号 に 規 定 す る 寄 附

金 に 限 る 。)に 規 定 す る 寄 附 金 に 限

る 。 )、 第 92条 第 1項 並 び に 第 95条

第 1項 か ら 第 3項 ま で の 規 定  

 

(2) 租 税 特 別 措 置 法 第 41条 第 1項 、  



第 2項 及 び 第 6項 、 第 41条 第 25項 、

第 41条 の 2、 第 41条 の 3の 2第 1項 、

第 2項 、第 5項 及 び 第 6項 、第 41条 の

19の 2第 1項 、 第 41条 の 19の 3第 1項

及 び 第 3項 並 び に 第 41条 の 19の 4第

1項 及 び 第 3項 の 規 定  

( 3 )  租 税 特 別 措 置 法 の 一 部 を 改 正

す る 法 律 (平 成 10年 法 律 第 23号 )附

則 第 12条 、 所 得 税 法 等 の 一 部 を 改

正 す る 法 律 (平 成 2 5年 法 律 第 5号 )

附 則 第 59条 第 1項 、 第 60条 第 1項 、

所 得 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律

(平 成 28年 法 律 第 15号 )附 則 第 76条

第 1項 、第 77条 第 1項 及 び 第 2項 、第

80条 、第 81条 並 び に 第 82条 第 1項 の

規 定  

 

3  前 年 分 の 所 得 税 又 は 現 年 度 分 の 市

町 村 民 税 が 確 定 し て い な い 場 合 の 取

扱 い に つ い て は 、 こ れ が 確 定 す る ま

で の 期 間 は 、 前 前 年 分 の 所 得 税 又 は

前 年 度 分 の 市 町 村 民 税 に よ る も の と

す る 。  

3          現 年 度 分 の 市

町 村 民 税 が 確 定 し て い な い 場 合 の 取

扱 い に つ い て は 、 こ れ が 確 定 す る ま

で の 期 間 は 、           

前 年 度 分 の 市 町 村 民 税 に よ る も の と

す る 。  

4・ 5 (略 ) 4・ 5 (略 ) 

6  月 の 途 中 に お い て 養 育 医 療 の 給 付

を 受 け 、 又 は 給 付 を 受 け る こ と を 中

止 し た 者 の 当 該 月 分 の 費 用 の 徴 収 額

は 、 納 入 義 務 者 の 属 す る 世 帯 の 階 層

区 分 に 応 じ 、 基 準 月 額 に よ る 算 定 対

象 者 に あ っ て は 当 該 基 準 月 額 に 、 基

準 月 額 に よ る 算 定 対 象 者 以 外 の 者 に

あ っ て は 当 該 加 算 基 準 月 額 に 、 そ れ

ぞ れ 当 該 月 に お い て 養 育 医 療 の 給 付

を 受 け た 日 数 を 乗 じ て 得 た 額 を 当 該

月 の 日 数 で 除 し て 得 た 額 と す る 。 た

だ し 、D14階 層 に あ っ て は 、こ の 限 り

で な い 。  

6 月 の 途 中 に お い て 養 育 医 療 の 給 付

を 受 け 、 又 は 給 付 を 受 け る こ と を 中

止 し た 者 の 当 該 月 分 の 費 用 の 徴 収 額

は 、 納 入 義 務 者 の 属 す る 世 帯 の 階 層

区 分 に 応 じ 、 基 準 月 額 に よ る 算 定 対

象 者 に あ っ て は 当 該 基 準 月 額 に 、 基

準 月 額 に よ る 算 定 対 象 者 以 外 の 者 に

あ っ て は 当 該 加 算 基 準 月 額 に 、 そ れ

ぞ れ 当 該 月 に お い て 養 育 医 療 の 給 付

を 受 け た 日 数 を 乗 じ て 得 た 額 を 当 該

月 の 日 数 で 除 し て 得 た 額 と す る 。 た

だ し 、D15階 層 に あ っ て は 、こ の 限 り

で な い 。  

7 備 考 4か ら 備 考 6ま で に よ り 算 定 し

た 額 が 法 第 21条 第 2項 の 規 定 に よ り

町 が 支 弁 し た 額 を 超 え る と き は 、 町

が 支 弁 し た 額 を 費 用 の 徴 収 額 と す

る 。  

7 備 考 4か ら 備 考 6ま で に よ り 算 定 し

た 額 が 法 第 21条    の 規 定 に よ り

町 が 支 弁 し た 額 を 超 え る と き は 、 町

が 支 弁 し た 額 を 費 用 の 徴 収 額 と す

る 。  



8 (略 ) 8 (略 ) 

9 備 考 4の 規 定 に か か わ ら ず 、児 童 に

民 法 (明 治 29年 法 律 第 89号 )第 8 7 7条

に 規 定 す る 扶 養 義 務 者 が な く 、 当 該

児 童 に 所 得 税 又 は 市 町 村 民 税 が 課 さ

れ て い な い と き は 、 費 用 の 徴 収 額 の

算 定 は 行 わ な い も の と す る 。  

9 備 考 4の 規 定 に か か わ ら ず 、児 童 に

民 法 (明 治 29年 法 律 第 89号 )第 8 7 7条

に 規 定 す る 扶 養 義 務 者 が な く 、 当 該

児 童 に      市 町 村 民 税 が 課 さ

れ て い な い と き は 、 費 用 の 徴 収 額 の

算 定 は 行 わ な い も の と す る 。  

1 0  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 に つ

い て は 、 地 方 税 法 第 292条 第 1項 第 11

号 に 規 定 す る 寡 婦 又 は 同 項 第 12号 に

規 定 す る 寡 夫 と み な し 、 そ の 者 の 前

年 (1月 か ら 6月 ま で の 間 に 利 用 す る

場 合 に お い て は 、前 々 年 。以 下 同 じ 。)

の 所 得 (地 方 税 法 第 31 3条 第 1項   

 に 規 定 す る 所 得 の 合 計 額 を い う 。

以 下 同 じ 。 )が 同 法 第 295条     

 の 規 定 に 該 当 す る と き は 、 市 町 村

民 税 非 課 税 と し て 取 り 扱 う も の と す

る 。  

1 0  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 に つ

い て は 、 地 方 税 法 第 292条 第 1項 第 11

号 に 規 定 す る 寡 婦 又 は 同 項 第 12号 に

規 定 す る 寡 夫 と み な し 、 そ の 者 の 前

年 (1月 か ら 6月 ま で の 間 に 利 用 す る

場 合 に お い て は 、前 々 年 。以 下 同 じ 。)

の 所 得 (地 方 税 法 第 29 2条 第 1項 第 13

号 に 規 定 す る 所 得 の 合 計 額 を い う 。

以 下 同 じ 。 )が 同 法 第 295条 第 1項 第 2

号 の 規 定 に 該 当 す る と き は 、 市 町 村

民 税 非 課 税 と し て 取 り 扱 う も の と す

る 。  

( 1 )  婚 姻 に よ ら な い で 母 と な っ た

女 子 で あ っ て 、 現 に 婚 姻 を し て い

な い も の の う ち 、 扶 養 親 族 そ の 他

そ の 者 と 生 計 を 一 に す る 子 (前 年

の 所 得 が 所 得 税 法 第 8 6条 第 1項 の

規 定 に よ り 控 除 さ れ る 額 (以 下「 基

礎 控 除 額 」と い う 。)以 下 で あ る 子

(他 の 者 の 控 除 対 象 配 偶 者 又 は 扶

養 親 族 で あ る 者 を 除 く 。 以 下 同

じ 。)に 限 る 。)を 有 す る も の (次 号

に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ) 

( 1 )  婚 姻 に よ ら な い で 母 と な っ た

女 子 で あ っ て 、 現 に 婚 姻 を し て い

な い も の の う ち 、 扶 養 親 族 そ の 他

そ の 者 と 生 計 を 一 に す る 子 (前 年

の 所 得 が 所 得 税 法 第 8 6条 第 1項 の

規 定 に よ り 控 除 さ れ る 額 (以 下「 基

礎 控 除 額 」と い う 。)以 下 で あ る 子

(他 の 者 の 同 一 生 計 配 偶 者 又 は 扶

養 親 族 で あ る 者 を 除 く 。 以 下 同

じ 。)に 限 る 。)を 有 す る も の (次 号

に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ) 

(2) ・ (3) (略 )  (2)・ (3) (略 )  

11 備 考 10の 規 定 に よ り 、寡 婦 又 は 寡

夫 と み な し た 者 の う ち 市 町 村 民 税 非

課 税 と し て 取 り 扱 う も の 以 外 の 者 に

係 る 備 考 1の 規 定 に よ る 所 得 割 の 額

を 計 算 す る 場 合 は 総 所 得 金 額 、 退 職

所 得 金 額 又 は 山 林 所 得 金 額     

か ら 、 備 考 10第 1号 又 は 第 3号 に 該 当

す る 場 合 に あ っ て は 26万 円 を 、備 考 1

0第 2号 に 該 当 す る 場 合 に あ っ て は 30

万 円 を 控 除 す る も の と し 、 所 得 税 を

計 算 す る 場 合 は 総 所 得 金 額 、 退 職 所

11 備 考 10の 規 定 に よ り 、寡 婦 又 は 寡

夫 と み な し た 者 の う ち 市 町 村 民 税 非

課 税 と し て 取 り 扱 う も の 以 外 の 者 に

係 る 備 考 1の 規 定 に よ る 所 得 割 の 額

を 計 算 す る 場 合 は 総 所 得 金 額 、 退 職

所 得 金 額 又 は 山 林 所 得 金 額 の 合 計 額

か ら 、 備 考 10第 1号 又 は 第 3号 に 該 当

す る 場 合 に あ っ て は 26万 円 を 、備 考 1

0第 2号 に 該 当 す る 場 合 に あ っ て は 30

万 円 を 控 除 す る も の と す る 。    

                



得 金 額 又 は 山 林 所 得 金 額 か ら 、備 考 1

0第 1号 又 は 第 3号 に 該 当 す る 場 合 に

あ っ て は 27万 円 を 、備 考 10第 2号 に 該

当 す る 場 合 に あ っ て は 35万 円 を 控 除

す る も の と す る 。  

～ 略 ～  

第 3号 様 式 (第 2条 関 係 ) 

(別 紙 の と お り ) 

～ 略 ～  

第 8号 様 式 (第 6条 関 係 ) 

(別 紙 の と お り ) 

～ 略 ～  

                

                

                

                

         

～ 略 ～  

第 3号 様 式 (第 2条 関 係 ) 

(別 紙 の と お り ) 

～ 略 ～  

第 8号 様 式 (第 6条 関 係 ) 

(別 紙 の と お り ) 

～ 略 ～  

 附  則  

 (施 行 期 日 ) 

1 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

(経 過 措 置 ) 

2 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 寒 川 町 未 熟 児

養 育 医 療 に 関 す る 規 則 の 規 定 は 、令 和 元

年 12月 27日 以 後 に 受 け る 養 育 医 療 に 関

す る 給 付 に つ い て 適 用 し 、同 日 前 に 受 け

た 養 育 医 療 に 関 す る 給 付 に つ い て は 、な

お 従 前 の 例 に よ る 。  

 



(現行)                                     (改正案) 

第3号様式(第2条関係)  

 

世 帯 調 書 

〈添付書類〉この世帯調書に、次の証明書を添付してください。 

1 お勤めの方で確定申告をしていない方は、勤務先の給与所得の源泉徴収票 

2 上記1以外の方及び自営業の方は所得税の課税額についての税務署長の証明書 

3 生活保護を受けている方は、その旨を証明する書類 

4 中国残留邦人等の円滑な帰国及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の規定による支援

給付を受けている方は、その旨を証明する書類 

 

 

第3号様式(第2条関係) 

 

世 帯 調 書 

 

世

帯

の

状

況 

フ リ ガ ナ 
続 柄 性 別 

同 居 

別 居 
生年月日 

職 業 

勤務先 氏 名 

  
養育医

療の対

象の子 

    

 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

備

考 

  

世

帯

の

状

況 

フ リ ガ ナ 
続 柄 性 別 

同 居 

別 居 
生年月日 

職 業 

勤務先 氏 名 

  
養育医

療の対

象の子 

    

 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

        
 年 

 月  日 

  

(個人番号) 

備

考 

  



(現行)                                   (改正案) 

第8号様式(第6条関係) 

寒 川 町 養 育 医 療 費 変 更 申 請 書 

 

年  月  日  

(宛先)寒川町長 

 

納入義務者 住 所                

氏 名             印  

個人番号               

電 話     (    )      

 別紙関係書類を添えて、次のとおり養育医療に係る費用の徴収額の変更を申請します。なお、

この事業に関し、町で保管する受給可否等について必要な情報を町長が利用することを同意し

ます。 

※ 添付書類 ①世帯調書  ②所得税額等証明書  ③その他必要に応じて事実を証明す

る事項 

 

第8号様式(第6条関係) 

寒 川 町 養 育 医 療 費 変 更 申 請 書 

 

年  月  日  

(宛先)寒川町長 

 

納入義務者 住 所                

氏 名             印  

個人番号               

電 話     (    )      

 別紙関係書類を添えて、次のとおり養育医療に係る費用の徴収額の変更を申請します。なお、

この事業に関し、町で保管する受給可否等について必要な情報を町長が利用することを同意し

ます。 

※ 添付書類 ①世帯調書  ②市町村民税額等証明書  ③その他必要に応じて事実

を証明する事項 

受

給

者 

フリガナ   

受給者番号 

  

氏 名 
  

住 所 
〒 

変更前の 

費用徴収額 
     月額         円 

変更申請の

理 由 

1 申請時に未確定であった前年所得税が確定したため 

 

 

 

2 生活保護を受給したため 

  (受給期間    年  月  日～    年  月  日) 

 

 

 

3 その他 

受

給

者 

フリガナ   

受給者番号 

  

氏 名 
  

住 所 
〒 

変更前の 

費用徴収額 
     月額         円 

変更申請の

理 由 

1 申請時に未確定であった現年度市町村民税が確定したため 

 

 

 

2 生活保護を受給したため 

  (受給期間    年  月  日～    年  月  日) 

 

 

 

3 その他 


